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フィールド４ 健康福祉 

 次に、フィールド４ 健康福祉について、申し上げます。 

まず、健康づくりと医療体制の充実健康づくりと医療体制の充実健康づくりと医療体制の充実健康づくりと医療体制の充実についてでございます。 

 地域と一体となった健康づくりにつきましては、「第２次元気プラン新居浜

２１」に基づき、健康都市づくり推進員等と協力し、「ウォーキング推進事業」

や「健康づくりポイント事業」等を実施し、地域と一体となった健康づくり活

動に取り組んでまいります。また、食生活改善推進協議会等の地区組織や各種

団体と協働して、食育推進計画に基づいた食育の推進に取り組んでまいります。 

 母子保健対策の推進につきましては、妊娠期、乳幼児期の健診や健康相談等

を実施し、継続した母子の健康増進に努めるとともに、発達に課題のある子ど

もや保護者に対しては、関係機関と連携して一貫した支援体制づくりを行って

まいります。 

また、妊婦健診の助成による経済的負担の軽減及び健康管理の充実を図ると

ともに、一般不妊治療や特定不妊治療費の補助等の支援を行ってまいります。 

 生活習慣病の予防と早期発見・早期治療につきましては、がん検診の自己負

担無料化による受診しやすい体制づくり及び効果的な受診啓発を行い、がん検

診の受診率向上に努め、早期発見によるがんの死亡者数の減少に取り組んでま

いります。また、健康相談・健康教育を実施し、生活習慣病予防を推進してま

いります。 

感染症対策の推進につきましては、感染症の予防対策として、市民への迅速

な情報提供を行うとともに、感染症の蔓延を防ぐために予防接種法に基づく各

種の予防接種を実施してまいります。 

救急体制の維持・強化と地域医療の確保につきましては、在宅当番医制並び

に休日夜間急患センターにおける休日診療、夜間診療及び小児深夜帯診療を継

続するとともに、日曜日夜間の小児診療時間を拡大し、緊急時の医療体制の確

保を図ってまいります。 

 また、現在の医療体制を維持するために、適切な受診について市民への啓発

に努めるとともに、効果的な医師確保策を検討してまいります。 

 へき地医療につきましては、引き続き大島地区、別子山地区の診療所運営を

実施してまいります。 

次に、地域福祉の充実地域福祉の充実地域福祉の充実地域福祉の充実についてでございます。 

地域福祉意識の啓発と推進体制の充実につきましては、地域活動へ住民参加
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を促すための広報活動や生き生きしあわせフェスティバルなどの、イベントや

行事を充実させ、福祉のまちづくりを推進してまいります。 

また、「新居浜市地域福祉推進計画２０１１」に基づき、地域における共助

の領域を拡大、強化することにより、地域で暮らす人たちの生活課題の解決に

取り組んでまいります。 

地域福祉活動の推進につきましては、社会福祉協議会や民生児童委員、ボラ

ンティア団体、自治会など地域において福祉活動を行っている多様な主体が、

行政を含めて協働して問題解決を図ることのできる機能的で重層的な体制づく

りを推進してまいります。 

次に、児童福祉の充実児童福祉の充実児童福祉の充実児童福祉の充実についてでございます。 

多様な保育ニーズへの対応につきましては、平成２７年度に施行された子ど

も・子育て支援新制度へ適切に対応し、２７年度に実施園を拡充した一時預か

り事業や障害児保育の充実等、多様化した保育ニーズに対応するため、事業量

の見込みに基づく量的拡大と質的改善を図ってまいります。 

子育て支援の充実と連携につきましては、子育て支援に関する窓口の一元化

を図り、情報提供や相談体制の充実を図るとともに、引き続きファミリー・サ

ポート・センターを運営いたします。 

また、病児や緊急な預かり等に対応するため、引き続き病児・病後児保育を

実施するとともに、医療関係機関との連携体制を整備いたします。また、産前・

産後などに、家事や育児などが困難な家庭にヘルパーを派遣し、必要な援助を

行うとともに、子ども医療費助成の中学卒業までの拡充や第２子目の保育料軽

減の要件緩和などにより、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ってまいります。 

子どもと親の交流の場づくりにつきましては、子育ての不安感等を緩和する

ため、子育て親子の交流の場として地域子育て支援拠点を設置し、地域におけ

る子育て支援機能の充実・強化を図るとともに、多様な教育・保育施設や地域

の子育て支援事業の利用支援を行ってまいります。 

次に、障がい者福祉の充実障がい者福祉の充実障がい者福祉の充実障がい者福祉の充実についてでございます。 

障がい者への理解と社会参加の促進につきましては、ノーマライゼーション

の理念に基づき、障がい者が持つ能力を最大限に発揮し、自己実現ができるよ

う支援し、一人ひとりの状態や状況に応じた自立のスタイルを確立できるよう

支援を行ってまいります。 

 また、障がい者の就労支援や相談支援を強化するなど、障がい者（児）がとも
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に社会で生きていける地域社会の構築に向けて、障がい者の自立と社会参加の

促進を図ってまいります。 

 さらに、公共施設の障がい者等専用駐車場の複合マークへの改修を計画的に

実施してまいります。 

障がい福祉サービスの充実につきましては、重度障がい者に対する経済的負

担軽減を図るため、医療費助成を継続するとともに、社会参加促進のため、タ

クシー利用助成事業を実施してまいります。また、障がい者団体に対する支援

を継続するほか、必要な障がい福祉サービスが利用できるよう各種サービスの

基盤整備を行うとともに、障がい者への事業所情報の提供の充実を図ってまい

ります。 

障がい者の就労支援につきましては、障がい者の就労を促進するため、障害

者総合支援法による就労移行支援事業や就労継続支援事業の実施を促進すると

ともに、新居浜市障がい者自立支援協議会内に創設された「はたらく部会」で

就労に関する課題等を協議し、雇用の促進につなげてまいります。 

また、障害者優先調達推進法に基づき、市で物品やサービスを調達する際に

は、障がい者就労施設等から優先的・積極的に行うこととし、障がい者の工賃

向上及び経済的な基盤の確立を目指してまいります。 

障がい児通所サービスの充実につきましては、障がいのある子どもが身近な

地域や家庭で生活ができるよう、障がい児通所支援の充実や関係機関との連携

強化を図るとともに、年齢や障がい特性に応じた専門的な支援が提供されるよ

う質の確保に努めてまいります。 

次に、高齢者福祉の充実高齢者福祉の充実高齢者福祉の充実高齢者福祉の充実についてでございます。 

 住み慣れた地域での生活支援につきましては、介護あるいは支援が必要になっ

たり、認知症などになっても、高齢者が住み慣れた地域で、安心して暮らし続

けることができるよう、高齢者を継続的かつ包括的にケアする「地域包括ケア

システム」の構築に取り組み、在宅支援体制の充実を図ってまいります。 

介護予防の充実につきましては、効果的な介護予防の実施と普及啓発に向け、

魅力ある介護予防プログラムの活用及び普及、ボランティアの育成、自主的な

地区組織活動支援を一体的に取り組んでまいります。また、自治会館等の活用

による送迎に頼らない高齢者の通いの場づくりを進めるとともに、要支援・要

介護状態になる恐れのある高齢者については、相談窓口等で適切に把握し、介

護予防事業につなげることで機能低下の防止に努めてまいります。 
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また、介護保険制度改正による介護予防・日常生活支援総合事業への移行準

備として、協議体の設置や、資源開発、ネットワーク構築を担う生活支援コー

ディネーターの配置を検討し、介護予防・生活支援サービスの体制整備を進め

てまいります。 

適切で効果的な介護サービスの充実につきましては、第６期介護保険事業計

画に基づき、高齢者が地域で自立した生活を営めるよう、医療、介護、予防、

住まい、生活支援サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケアシステム」

の実現に向けた取組を進めてまいります。 

共に生き支えあう地域ネットワークの充実につきましては、高齢者の社会参

加と地域の助け合い・支え合い活動を推進し、各小学校区で構築されている地

域ケアネットワークを通じ、高齢者が在宅で安心して生活できるための支援を

行ってまいります。 

また、認知症に関する啓発事業を推進し、協力機関による認知症高齢者見守

りＳＯＳネットワークを構築することで、徘徊高齢者等の生命・身体の安全と

家族等への支援を図ってまいります。 

さらに、老人クラブや自治会など地域での高齢者活動やシルバーボランティ

ア活動をサポートし、高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進により、高齢

者が共に高齢者を支える仕組みづくりを構築いたします。 

次に、社会保障の充実社会保障の充実社会保障の充実社会保障の充実についてでございます。 

生活の安定と自立に向けた支援につきましては、生活困窮者の最低限度の生

活を保持するため、必要な経済的援助と自立・就労支援を行うとともに、医療

扶助の適正化や不正受給対策を徹底し、適正な生活保護の実施を図ってまいり

ます。また、生活困窮者自立支援法の施行に伴い、最低限度の生活を維持する

ことができなくなる恐れのある方に対し、相談支援事業などを実施してまいり

ます。 

介護保険制度の円滑な運営につきましては、介護認定調査水準の向上、介護

認定審査会の判定理由明確化、介護相談員等の活用や事業所指導・監査の実施

により、介護給付適正化の推進を図ってまいります。 

国民健康保険事業の健全な運営につきましては、保険料の徴収率向上等の歳

入確保に努めるとともに、特定健診等の健康づくりやジェネリック医薬品の普

及など医療費の適正化を推進し、また、国保の財政状況等の情報を適切に周知・

提供するなど、国民健康保険事業の健全な運営を行ってまいります。 


